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荷為替手形と為替手形



	



手形の基礎知識

手形：一定の金額を支払うことを委託または約束した有価証券。

	・有価証券とは、財産権を表示する証券で、その権利の移転または行使に証券の所持が必要なもの。

・証券とは、一定の権利・義務を表示し、法律上の効力を有する文書で、有価証券と証拠証券とがある。

・証拠証券とは、証券そのものに価値がない紙面のことで、預金証書・借用書・受取証書などがある。


約束手形：振出人が、自ら一定の金額を一定の期日に支払うことを約束する手形。振出人が支払いの義務を負うので、手形引受はない。
為替手形：発行者（振出人）が第三者（支払人）に対して、受取人又はその指図人に一定の金額を支払うことを委託した手形。支払人は、引き受けを行うことで支払義務を負う。
荷為替手形：船積書類が添付された為替手形のこと。
外国為替手形： 輸出業者が輸入業者に、一定の金額を指定銀行へ支払うように指図したもの。国際売買取引（貿易取引）の決済に用いられ、輸出業者が手形の振出人、輸入業者が名宛人（支払人）、指定銀行が受取人となる。
英米法による定義では振出地と支払地が国を異にする為替手形をいう。
日本の手形法ではこのような定義はなく、行為地法によることを定めているのみである。すなわち、例えば、日本で振り出され、米国で裏書された為替手形が、英国で引き受けられた場合、振出行為は日本の手形法に準拠し、裏書は米法、引き受けは英国法によって決まることになる。
外国為替手形は、通常、荷為替手形として貿易決済に用いられる。
	【外国為替手形について】
貿易取引では、海外の取引相手と、どのように商品と代金を交換するのかが問題になります。この交換の仲介役を果たすのが銀行です。銀行が商品（荷物）の引換券を預かり、買い手の代金の支払と引換えにその引換券を引渡すことにしたのです。この代金を取立てる手段に使われたのが外国為替手形です。
　
例えば、日本の企業が、米国の企業に１万ドルの商品を輸出するとします。日本の企業は、米国の企業を支払人、日本の企業の取引銀行を受取人とする額面１万ドルの外国為替手形（荷為替手形）を振り出します。これを船積書類とともに日本の企業の取引銀行に持ち込みます（これを「荷為替の取組」といいます）。
日本の企業の取引銀行は、この荷為替手形を買い取り、円に替えて、例えば１ドル１００円の場合、日本の企業の口座に１００万円を振り込みます。実際には、手数料として手形割引料や為替手数料を差し引くので、日本の企業の口座への振込額は少なくなります。日本の企業の取引銀行は、ニューヨークの提携銀行へ為替手形と船積書類を郵送し、ニューヨークの提携銀行に米国の企業への代金取立てを依頼します。
　
ニューヨークの提携銀行は、為替手形を米国の企業に呈示し、米国の企業の口座から１万ドルを引き落として船積書類を渡し、日本の企業の取引銀行の口座に振り込みます。ニューヨークの提携銀行にある日本の企業の取引銀行の預金口座が、決済の役割を果たしています。
演習：上の文章を読んで、次の矢印の所に各行為を記入し、図を完成させなさい。








荷為替手形の背景

手形法の背景

1950年5月にジュネーブで手形法の統一条約（「荷為替手形及約束手形に関し統一法を制定する条約」、「荷為替手形及約束手形に関し法律の或抵触を解決する為の条約」など）が採択されました。EU、日本を含む40カ国以上が批准していますが、英国では1882年の為替手形法、米国は1952年のUCC(統一商法典)の第3篇にCommercial Paper（商業証券:為替手形、約束手形、小切手、預金証券のこと）が採用されていて、世界の手形法はジュネーブ統一手形法と英米手形法に分かれています。

荷為替手形の中に「Value received and charge the same to account of ～」を挿入することにより、約因を構成し、英米法上、手形の契約を有効なものにしています。

手形の振出は、要式行為である。
要式行為と不要式行為

要式行為：一定の方式を踏まなければ不成立もしくは無効とされる法律行為。 

⇒遺言、婚姻、定款作成、寄付行為、保証契約。 

不要式行為：決められた方式なしに成立する法律行為。 

⇒原則は不要式行為である。

法律行為とは、大陸法系の民法における概念で、人が私法上の権利の発生・変更・消滅という法律効果を目論む意思（効果意思）に基づいてする行為であり、その意思表示の求めるとおりの法律効果を生じさせるものをいう。
手形行為は通則法の法律行為の方式によらない

法律行為の方式とは、法律行為が有効に成立するために必要な意思表示の外部的表現方法のことで、例えば、商品の売買といった法律行為が有効に成立するためには、書面でされる必要があるのかとか、公的機関の証明が必要かとか、あるいは届出が必要かとかなどの方式が問題になる場合がある。通則法第１０条に法律行為の方式の規定がある。

	通則法による準拠法と法律行為の方式
法の適用に関する通則法（平成十八年六月二十一日法律第七十八号）より抜粋
（当事者による準拠法の選択） 

第七条 　法律行為の成立及び効力は、当事者が当該法律行為の当時に選択した地の法による。 

（当事者による準拠法の選択がない場合） 

第八条 　前条の規定による選択がないときは、法律行為の成立及び効力は、当該法律行為の当時において当該法律行為に最も密接な関係がある地の法による。 

２ 　前項の場合において、法律行為において特徴的な給付を当事者の一方のみが行うものであるときは、その給付を行う当事者の常居所地法（その当事者が当該法律行為に関係する事業所を有する場合にあっては当該事業所の所在地の法、その当事者が当該法律行為に関係する二以上の事業所で法を異にする地に所在するものを有する場合にあってはその主たる事業所の所在地の法）を当該法律行為に最も密接な関係がある地の法と推定する。 

３ 　第一項の場合において、不動産を目的物とする法律行為については、前項の規定にかかわらず、その不動産の所在地法を当該法律行為に最も密接な関係がある地の法と推定する。 

（当事者による準拠法の変更） 

第九条 　当事者は、法律行為の成立及び効力について適用すべき法を変更することができる。ただし、第三者の権利を害することとなるときは、その変更をその第三者に対抗することができない。 

（法律行為の方式） 

第十条 　法律行為の方式は、当該法律行為の成立について適用すべき法（当該法律行為の後に前条の規定による変更がされた場合にあっては、その変更前の法）による。 

２ 　前項の規定にかかわらず、行為地法に適合する方式は、有効とする。 

３ 　法を異にする地に在る者に対してされた意思表示については、前項の規定の適用に当たっては、その通知を発した地を行為地とみなす。 

４ 　法を異にする地に在る者の間で締結された契約の方式については、前二項の規定は、適用しない。この場合においては、第一項の規定にかかわらず、申込みの通知を発した地の法又は承諾の通知を発した地の法のいずれかに適合する契約の方式は、有効とする。 

５ 　前三項の規定は、動産又は不動産に関する物権及びその他の登記をすべき権利を設定し又は処分する法律行為の方式については、適用しない。


しかし、手形行為や小切手行為に関しては、我が国の手形法第89条第1項、小切手法第78条第1項に行為の方式の規定があり、手形行為や小切手行為にはこれが適用されるため、通則法第１０条の法律行為の方式は適用されない。
	手形法による行為地法の原則

手形法
第八十九条 　為替手形上及約束手形上ノ行為ノ方式ハ署名ヲ為シタル地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 
○２ 為替手形上及約束手形上ノ行為ガ前項ノ規定ニ依リ有効ナラザル場合ト雖モ後ノ行為ヲ為シタル地ノ属スル国ノ法ニ依レバ適式ナルトキハ後ノ行為ハ前ノ行為ガ不適式ナルコトニ因リ其ノ効力ヲ妨ゲラルルコトナシ 

○３ 日本人ガ外国ニ於テ為シタル為替手形上及約束手形上ノ行為ハ其ノ行為ガ日本法ニ規定スル方式ニ適合スル限リ他ノ日本人ニ対シ其ノ効力ヲ有ス 

第九十条 　為替手形ノ引受人及約束手形ノ振出人ノ義務ノ効力ハ其ノ証券ノ支払地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 

○２ 前項ニ掲グル者ヲ除キ為替手形又ハ約束手形ニ依リ債務ヲ負フ者ノ署名ヨリ生ズル効力ハ其ノ署名ヲ為シタル地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム但シ遡求権ヲ行使スル期間ハ一切ノ署名者ニ付証券ノ振出地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 

第九十一条 　為替手形ノ所持人ガ証券ノ振出ノ原因タル債権ヲ取得スルヤ否ヤハ証券ノ振出地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 

第九十二条 　為替手形ノ引受ヲ手形金額ノ一部ニ制限シ得ルヤ否ヤ及所持人ニ一部支払ヲ受諾スル義務アリヤ否ヤハ支払地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 

○２ 前項ノ規定ハ約束手形ノ支払ニ之ヲ準用ス 

第九十三条 　拒絶証書ノ方式及作成期間其ノ他為替手形上及約束手形上ノ権利ノ行使又ハ保存ニ必要ナル行為ノ方式ハ拒絶証書ヲ作ルベキ地又ハ其ノ行為ヲ為スベキ地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 

第九十四条 　為替手形又ハ約束手形ノ喪失又ハ盗難ノ場合ニ為スベキ手続ハ支払地ノ属スル国ノ法ニ依リ之ヲ定ム 


まとめ

以上のように、手形法の統一条約を受けた日本の「手形法」により、手形の振り出し行為はその振り出した国の法律に従うことになるので、「手形法」による手形行為の方式規定（手形法第８９条第１項）により、日本で振り出される手形は日本の「手形法」に定める要件（法定記載事項）を備える必要がある。また、引受行為の効力は、その引受による支払国の法律によることになり（手形法第９０条第１項）、裏書行為の効力は、その裏書署名をした国の法律によることになる（手形法第９０条第２項）。このように手形法（手形法の統一条約）における振出行為は振出地の法に、引受行為は引受地の法に、裏書行為は裏書地の法による規定を、「行為地法の原則」という。
手形法が定める要件(法定記載事項)

手形法（昭和七年七月十五日法律第二十号）より抜粋
（為替手形ノ振出及方式） 
第一条 　為替手形ニハ左ノ事項ヲ記載スベシ 
一 　証券ノ文言中ニ其ノ証券ノ作成ニ用フル語ヲ以テ記載スル為替手形ナルコトヲ示ス文字 
二 　一定ノ金額ヲ支払フベキ旨ノ単純ナル委託 
三 　支払ヲ為スベキ者（支払人）ノ名称 
四 　満期ノ表示
五 　支払ヲ為スベキ地ノ表示
六 　支払ヲ受ケ又ハ之ヲ受クル者ヲ指図スル者ノ名称 
七 　手形ヲ振出ス日及地ノ表示
八 　手形ヲ振出ス者（振出人）ノ署名 

	日付：　　年　　月　　日
	学科： 
	学年：
	氏名：
	学生番号：


課題：以上の法定記載事項の8項目を次の荷為替手形で１～８の番号を振って確認してみましょう。
	No.    450      

BILL OF EXCHANGE 

For  US$3,800.oo-          　　                                        　　 Tokyo, August 20, 2005 

     At    ――――――――――――――――   sight of this FIRST of Exchange ( Second of the same

tenor and date being unpaid )  Pay to  The Bank of Showa, Ltd., Tokyo              or order the sum of

  Dollars Three Thousand Eight Hundred only in US Currency              　　　　　　　　　　　　　 

Value received and charge the same to account of   The Pacific Trading Co., Inc.                       

Drawn under  The North-East Bank of America, New York                                           

Irrevocable　　　L/C No. 1001                             Dated   August 5, 2005                  

To 

    The North-East Bank of America               The Japan Trading Co., Ltd.

    New York                                       Fumio Saito


 　                                                 Export Manager
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AはCより１００万円を受け取る債権があり、AはBに１００万円支払う債務がある。


そこで、為替手形によりCからBに１００万円を支払う。





信用状による場合、AはBから手形買取代金１００万円を受けとっているので、CからAが受け取る１００万円はBに返す必要がある。


そこで、荷為替手形によりCからBに１００万円を支払う。
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（収入印紙）





D/P・D/Aによる場合、AはBから手形買取代金１００万円を受けとっているので、CからAが受け取る１００万円はBに返す必要がある。


そこで、荷為替手形によりCからBに１００万円を支払う。
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